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明 細 書

発明の名称 ：照明装置および表示装置

技術分野

[0001 ] この発明は、照明装置および表示装置に関 し、特に、複数の導光部 と複数

の光源 とを備えた照明装置および表示装置に関する。

背景技術

[0002] 従来、複数の導光部 と複数の光源 とを備えたバ ックライ ト装置 （照明装置

) が知 られている。

[0003] 図 1 9 は、複数の導光部 と複数の光源 とを備えた従来の一例によるバ ック

ライ ト装置の構造を示 した平面図である。従来の一例によるバ ックライ ト装

置 1 0 0 1 は、図 1 9 に示すように、導光部材 1 0 0 2 と、複数の光源 1 0

0 3 とを備えている。

[0004] 従来の一例によるバ ックライ ト装置 1 0 0 1 は、エッジライ ト （サイ ドラ

ィ ト）型のバ ックライ ト装置であ り、直下型のバ ックライ ト装置に比べて、

薄型化することが可能である。

[0005] 導光部材 1 0 0 2 は、バ ックライ ト装置 1 0 0 1 の長手方向 （E 方向）に

2 つに区分けされてお り、バ ックライ ト装置 1 0 0 1 の短手方向 （E 方向と

直交する F 方向）に複数 （例 えば 4 つ）に区分けされている。そ して、導光

部材 1 0 0 2 が E 方向および F 方向に区分けされることによって、複数の導

光部 1 0 0 2 a が形成 されている。なお、隣接する導光部 1 0 0 2 a 同士の

間には、凹溝 1 0 0 2 b が形成 されている。

[0006] 複数の光源 1 0 0 3 は、 E 方向の両側に分かれて 2 列状に配置 されている

とともに、複数の導光部 1 0 0 2 a 毎に設けられている。

[0007] この従来の一例によるバ ックライ ト装置 1 0 0 1 では、表示画像に応 じて

、複数の導光部 1 0 0 2 a 毎に照明光の強度を制御することが可能になるの

で、表示画像を高コン トラス ト化することが可能になるとともに、低消費電

力化することが可能になる。



[0008] なお、図 1 9 に示 したようなバ ックライ ト装置 （照明装置）は、例 えば、

特許文献 1 に開示 されている。

[0009] しか しなが ら、上記バ ックライ ト装置 1 0 0 1 では、導光部材 1 0 0 2 を

、 F 方向には任意の数だけ区分 けすることができる一方、 E 方向には 2 つに

しか区分 けすることができない。 このため、表示画像の高 コン トラス ト化お

よび低消費電力化が限定 されて しまうという不都合がある。

[001 0] そ こで、上記不都合を改善することが可能なバ ックライ ト装置が提案 され

ている。

[001 ] 図 2 0 は、上記不都合を改善することが可能な従来の一例 によるバ ックラ

ィ ト装置の構造を示 した断面図である。 このバ ックライ ト装置 1 1 0 1 は、

図 2 0 に示すように、複数の導光部材 1 1 0 2 と、複数の導光部材 1 1 0 2

毎に設 けられた光源 1 1 0 3 と、導光部材 1 1 0 2 および光源 1 1 0 3 の上

側 （表示パネル （図示せず）側）に配置 された反射体ボ ックス 1 1 0 4 とを

備 えている。

[001 2] 導光部材 1 1 0 2 は、 G方向に任意の数 （例 えば 3 つ以上）配置 されてい

るとともに、 G方向と直交する方向 （紙面に対 して垂直方向）にも任意の数

配置 されている。

[001 3] 反射体ボ ックス 1 1 0 4 には、ユーザが光源 1 1 0 3 を視認できないよう

にするために、光源 1 1 0 3 の上側 を覆 う底面 1 1 0 4 b が設 けられている

。 この底面 1 1 0 4 b には、導光部材 1 1 0 2 か ら出射 した光を通過 させる

ための複数の開口部 1 1 0 4 a が形成 されている。

[001 4] また、底面 1 1 0 4 b は、反射面によ り形成 されてお り、反射体ボ ックス

0 4 内に入射 され、表示パネルや光学部材 （図示せず）などによ り反射

された光を、表示パネル側 （光学部材側）に反射 させる機能を有する。

[001 5] このバ ックライ ト装置 1 1 0 1 では、導光部材 1 1 0 2 を、 G方向、およ

び、 G方向と直交する方向 （紙面に対 して垂直方向）の両方向に任意の数だ

け配置することができるので、表示画像の高 コン トラス ト化および低消費電

力化をよ り向上 させることが可能である。



[001 6] な お、図 2 0 に示 した よ うなバ ック ライ ト装置 （照 明装置 ） は、例 えば、

特許 文献 2 に開示 され て いる。

先行技術文献

特許 文献

[001 7] 特 許 文献 1 ：特 開 2 0 0 9 _ 9 0 8 0 号 公報

特許 文献 2 ：特 開 2 0 0 9 _ 2 6 7 4 3 号 公報

発 明の概 要

発 明が解決 しょ うとす る課題

[001 8] しか しなが ら、図 2 0 に示 したバ ック ライ ト装置 1 1 0 1 で は、反射体 ポ

ックス 1 1 0 4 に入 射 した光 の一部 は、反射体 ボ ックス 1 1 0 4 の 開 口部 1

0 4 a を通過 して、バ ック ライ ト装置 1 1 0 1 の背 面側 （光源 1 1 0 3 側

) に戻 って しま い、バ ック ライ ト装置 1 1 0 1 の外 部 （表 示パ ネル側 ） に出

射 され な くな る。 このため 、バ ック ライ ト装置 1 1 0 1 の光 の利用効率 が低

下す る とい う問題 点が ある。

[001 9 ] この発 明 は、上記 の よ うな課題 を解 決す るため にな され た もの で あ り、 こ

の発 明の 目的 は、光 の利用効率 が低 下す るの を抑制 しなが ら、表 示画像 の高

コン トラス ト化 お よび低 消費 電 力化 を向上 させ る ことが可能 な照 明装置 お よ

び表 示装置 を提 供す る ことで ある。

課題 を解決 す るための手段

[0020] 上 記 目的 を達成す るため に、 この発 明の第 1 の局 面 に よる照 明装置 は、互

いに異 な る長 さを有す る複 数 の導光部 を含 む 1 つ 以上 の導光部群 と、複 数 の

導光部 の光入射部 に対 向配置 され る複 数 の光源 とを備 え、導光部 は、光入射

部側 に配置 され 、光 を伝搬 す る機 能 を有す る棒 状 の光伝搬 部 と、光伝搬 部 に

よ り伝搬 され た光 を外部 に出射 させ る機 能 を有す る平板状 の光 出射部 とを含

む 。

[0021 ] この第 1 の局 面 に よる照 明装置 で は、上記 の よ うに、導光部群 に、互 いに

異 な る長 さを有す る複 数 の導光部 を設 ける ことに よ って、導光部 の光入射部



を、照明装置の縁部 （表示パネルの表示領域に対応する部分の外側）に配置

しながら、導光部の光出射部を、照明装置の任意の位置 （表示パネルの表示

領域の任意の位置に対応する位置）に配置することができる。すなわち、表

示画像の高コン トラス ト化および低消費電力化を向上させるため （導光部の

光出射部を、照明装置の任意の位置に配置するため）に、導光部の光入射部

を照明装置の内側の部分 （表示パネルの表示領域に対応する部分）に配置す

る必要がない。

[0022] このように、導光部の光入射部を照明装置の縁部 （表示パネルの表示領域

に対応する部分の外側）に配置することができるので、光源を、照明装置の

縁部 （表示パネルの表示領域に対応する部分の外側）に配置することができ

る。このため、ユーザが光源を視認できないようにするために、照明装置の

内側の部分に光源の上側を覆う部材を設ける必要がない。その結果、光出射

部を出射した光の利用効率が低下するのを抑制することができ、低消費電力

化をより向上させることができる。また、照明装置の内側の部分に光源の上

側を覆う部材を設ける必要がないので、部品点数が増加するのを抑制するこ

とができる。

[0023] なお、照明装置の内側の部分に光源の上側を覆う部材を設けた場合、その

部材の、導光部の光出射部上に位置する部分に光を通過させるための開口部

を設ける必要があり、かつ、開口部と導光部の光出射部とを位置合わせする

必要がある。しかしながら、第 1 の局面による照明装置では、照明装置の内

側の部分に光源の上側を覆う部材を設ける必要がないので、その部材と導光

部の光出射部とを位置合わせする必要がない。これにより、照明装置の組立

作業性が低下するのを抑制することができる。

[0024] また、第 1 の局面による照明装置では、上記のように、導光部群に、互い

に異なる長さを有する複数の導光部を設けることによって、導光部の光出射

部を、照明装置の任意の位置 （表示パネルの表示領域の任意の位置に対応す

る位置）に配置することができる。すなわち、導光部の光出射部を、照明装

置の短手方向に任意の数配置することができるとともに、照明装置の長手方



向にも任意の数配置することができる。これにより、照明装置を短手方向お

よび長手方向の両方に任意の数に区分けして、区分けされた領域毎に照明光

の強度を制御することができる。その結果、表示画像の高コン トラス ト化お

よび低消費電力化を向上させることができる。また、言うまでもなく、表示

パネルの走査に同期して照明光の強度を制御することにより、動画表示性能

を向上させることもできる。

[0025] また、第 1 の局面による照明装置では、上記のように、導光部に、光伝搬

部により伝搬された光を外部に出射させる機能を有する平板状の光出射部を

設けることによって、光源からの光を、平板状の光出射部から出射させるこ

とができる。すなわち、光源からの光を、導光部 （光出射部）から面状光と

して出射させることができる。これにより、照明光の均一性が低下するのを

抑制することができる。

[0026] 上記第 1 の局面による照明装置において、好ましくは、 1 つの導光部群に

おいて、複数の光出射部は、略一直線状に配置されている。このように構成

すれば、複数の導光部群を並べて配置する場合に、複数の光出射部を、照明

装置内で均一に配置させやすくできる。これにより、照明光の均一性を、容

易に向上させることができる。

[0027] 上記複数の光出射部が略一直線状に配置されている照明装置において、好

ましくは、 1 つの導光部群において、複数の光出射部は、表示パネルの短手

方向または長手方向と平行に配置されている。このように構成すれば、複数

の光出射部が表示パネルの短手方向または長手方向に対して傾斜するように

配置されることがない。このため、照明光が十分に均一に表示パネルに照射

されない場合であっても、照明光が表示パネルの短手方向または長手方向に

対して傾斜して見えることがなく、ユーザの視認性が低下するのを抑制する

ことができる。

[0028] 上記第 1 の局面による照明装置において、好ましくは、 1 つの導光部群に

おいて、複数の導光部は、一体的に形成されている。このように構成すれば

、複数の導光部が別々に形成されている場合に比べて、部品点数を削減する



ことができる。また、複数の導光部を一体的に形成することによって、複数

の光源と複数の導光部との位置合わせを容易に行うことができる。すなわち

、照明装置の組立作業性を向上させることができる。

[0029] 上記複数の導光部が一体的に形成されている照明装置において、好ましく

は、導光部群は、隣接する導光部同士を連結する複数の連結部を含み、複数

の連結部は、互いに所定の間隔を隔てて配置されている。このように、隣接

する導光部同士が連結部により連結されている場合、連結部を介 して、隣接

する導光部同士の間で光が行き来する （漏れる）場合がある。このため、複

数の連結部を、互いに所定の間隔を隔てて配置することによって、隣接する

導光部同士の間で光が行き来する （漏れる）のを抑制することができる。こ

れにより、表示画像のコン トラス トが低下するのを抑制することができる。

[0030] 上記第 1 の局面による照明装置において、好ましくは、光出射部の光伝搬

部側の部分は、平面的に見て、鋭角に形成されている。このように構成すれ

ば、光出射部に、光源からの光が行き届きにくい領域が形成されるのを抑制

することができるので、照明光の均一性を向上させることができる。

[0031 ] 上記光出射部の光伝搬部側の部分が鋭角に形成されている照明装置におい

て、好ましくは、光出射部は、平面的に見て、略平行四辺形に形成されてい

る。このように構成すれば、複数の光出射部を整列させやす くできるととも

に、光出射部の面積を大きくすることができる。

[0032] 上記光出射部の光伝搬部側の部分が鋭角に形成されている照明装置におい

て、好ましくは、光出射部の光伝搬部側の部分は、平面的に見て、導光部の

臨界角以下の鋭角に形成されている。このように構成すれば、光出射部に、

光源からの光が行き届きにくい領域が形成されることがないので、照明光の

均一性をより向上させることができる。

[0033] 上記第 1 の局面による照明装置において、好ましくは、光出射部は、光伝

搬部により伝搬された光の進行方向を、外部出射に適 した方向に変更させる

ための光出射用加工部を含む。このように構成すれば、光伝搬部により伝搬

された光を、光出射部から容易に外部に出射させることができる。



[0034] 上記第 1 の局面による照明装置において、好ましくは、複数の光出射部は

、光伝搬部の延びる方向と交差する方向に、互いに同じ長さを有する。この

ように構成すれば、複数の光出射部の面積が互いに異なるのを抑制すること

ができるので、照明光の均一性が低下するのを抑制することができる。

[0035] 上記第 1 の局面による照明装置において、好ましくは、 1 つの導光部群に

おいて、複数の光伝搬部は、光伝搬部の延びる方向に、互いに異なる長さを

有し、複数の光出射部は、光伝搬部の延びる方向に、互いに同じ長さを有す

る。このように構成すれば、複数の光出射部の面積が互いに異なるのを抑制

することができるので、照明光の均一性が低下するのを抑制することができ

る。

[0036] 上記第 1 の局面による照明装置において、好ましくは、表示パネルの中央

部に対応する位置に配置される光出射部は、表示パネルの縁部に対応する位

置に配置される光出射部に比べて、小さい面積を有する。このように構成す

れば、例えば各光源から出射する光の量が略同じであっても、表示パネルの

中央部に対応する位置に配置される光出射部から出射する光の輝度を、表示

パネルの縁部に対応する位置に配置される光出射部から出射する光の輝度よ

りも、大きくすることができる。これにより、表示パネルの中央部の輝度を

効率よく高くすることができる。

[0037] この発明の第 2 の局面による表示装置は、上記の構成の照明装置と、照明

装置に照明される表示パネルとを備える。このように構成すれば、光の利用

効率が低下するのを抑制しながら、表示画像の高コン トラス ト化および低消

費電力化を向上させることが可能な表示装置を得ることができる。

発明の効果

[0038] 以上のように、本発明によれば、光の利用効率が低下するのを抑制しなが

ら、表示画像の高コン トラス ト化および低消費電力化を向上させることが可

能な照明装置および表示装置を容易に得ることができる。

図面の簡単な説明

[0039] [図1] 本発明の第 1 実施形態による液晶表示装置の概略的な構造を示した側面



図である。

[図2] 図 1 に示 した本発明の第 1 実施形態による液晶表示装置のバ ックライ ト

装置の構造 を示 した平面図である。

[図3 ] 図 1 に示 した本発明の第 1 実施形態による液晶表示装置のバ ックライ ト

装置の導光部材群の構造 を示 した斜視図である。

[図4 ] 図 1 に示 した本発明の第 1 実施形態による液晶表示装置のバ ックライ ト

装置の構造 を説明す るための平面図である。

[図5 ] 図 1 に示 した本発明の第 1 実施形態による液晶表示装置のバ ックライ ト

装置の導光部材の構造 を説明す るための側面図である。

[図 6] 本発明の第 2 実施形態による液晶表示装置のバ ックライ ト装置の構造 を

示 した平面図である。

[図 7] 図 6 に示 した本発明の第 2 実施形態のバ ックライ ト装置の導光部材の構

造 を説明す るための平面図である。

[図8 ] 第 2 実施形態の導光部材の構造 を、第 1 実施形態の導光部材の構造 と比

較 して説明す るための図であ り、第 1 実施形態の導光部材の構造 を示 した平

面図である。

[図 9] 図 6 に示 した本発明の第 2 実施形態のバ ックライ ト装置の導光部材の構

造 を示 した平面図である。

[図 10 ] 本発明の第 3 実施形態による液晶表示装置のバ ックライ ト装置の導光

部群の構造 を示 した斜視図である。

[図 11] 本発明の第 1 変形例 によるバ ックライ ト装置の構造 を示 した平面図で

ある。

[図 12 ] 本発明の第 2 変形例 による導光部材群の構造 を示 した平面図である。

[図 13 ] 本発明の第 3 変形例 による導光部材群の構造 を示 した平面図である。

[図 14 ] 本発明の第 4 変形例 による導光部材群の構造 を示 した平面図である。

[図 15 ] 本発 明の第 5 変形例 によるバ ックライ ト装置の構造 を示 した平面図で

ある。

[図 16] 本発明の第 6 変形例 によるバ ックライ ト装置の構造 を示 した平面図で



[図 17] 本発明の第 7 変形例によるバ ックライ ト装置の構造を示 した平面図で

[図 18] 本発明の第 8 変形例による導光部群の構造を示 した斜視図である。

[図 19] 複数の導光部 と複数の光源 とを備えた従来の一例によるバ ックライ ト

装置の構造を示 した平面図である。

[図20] 従来の一例によるバ ックライ ト装置の構造を示 した断面図である。

発明を実施するための形態

[0040] 以下、本発明の実施形態について図面を参照 して説明する。なお、理解を

容易にするために、断面図であってもハ ッチングを施 さない場合や、平面図

や側面図等であってもハ ツチングを施す場合がある。

[0041 ] (第 1 実施形態）

図 1 〜図 5 を参照 して、本発明の第 1 実施形態による液晶表示装置 1 の構

造について説明する。

[0042] 本発明の第 1 実施形態による液晶表示装置 1 は、図 1 に示すように、液晶

表示パネル 2 と、液晶表示パネル 2 を照明するバ ックライ ト装置 1 0 とを備

える。なお、液晶表示装置 1 は、本発明の 「表示装置」の一例であ り、液晶

表示パネル 2 は、本発明の 「表示パネル」の一例である。また、バ ックライ

ト装置 1 0 は、本発明の 「照明装置」の一例である。

[0043] 液晶表示パネル 2 は、A M基板 （アクティブマ トリックス基板） 2 a と、

A M基板 2 a に対向配置 された対向基板 2 b とを含んでいる。また、A M基

板 2 a と対向基板 2 b との間には、液晶 （図示せず）が封入 されている。ま

た、A M基板 2 a の受光面 （背面）側、および、対向基板 2 b の光出射面 （

前面）側には、それぞれ、偏光フィルム 2 c および 2 d が設けられている。

そ して、液晶表示パネル 2 は、バ ックライ ト装置 1 0 に照明されることによ

り、表示パネル として機能する。

[0044] バ ックライ ト装置 1 0 は、エッジライ ト （サイ ドライ ト）型のバ ックライ

ト装置であって、複数の導光部材 2 0 と、導光部材 2 0 の後述する光入射部



2 0 c に対向配置 された複数の光源 3 0 と、導光部材 2 0 の背面 （下面）側

に配置 された反射 シー ト1 1 と、導光部材 2 0 の前面 （上面）側 に配置 され

た拡散板 1 2 および複数の光学 シー ト1 3 とを含んでいる。なお、導光部材

2 0 は、本発 明の 「導光部」の一例 である。

[0045] 導光部材 2 0 は、透光性 を有す る樹脂 な どによ り形成 され てお り、光源 3

0 か らの光 を全反射 させなが ら導光 し、後述す る光出射部 2 0 d (図 2 参照

) か ら出射す る機能 を有す る。なお、導光部材 2 0 の詳細 な構造 については

、後述す る。

[0046] 光源 3 0 は、導光部材 2 0 に向か って光 を出射す るよ うに構成 され ている

。また、光源 3 0 は、例 えば白色光 を出射す る白色 L E D ( L i g h t E

i t t i n g D i o d e ) によ り構成 され ている。また、光源 3 0 は、

例 えば、赤色発光素子、緑色発光素子 および青色発光素子 によ り構成 され て

いて もよい し、青色発光素子 および青色光の一部 を黄色光 に変換す る蛍光体

な どによ り構成 され ていて もよい。

[0047] また、光源 3 0 は、バ ックライ ト装置 1 0 の縁部 （液晶表示パネル 2 の表

示領域 に対応す る部分 （表示領域の真下の部分）の外側）に配置 され ている

。また、複数の光源 3 0 は、図 2 に示す よ うに、実装基板 3 1 に取 り付 け ら

れ ている。 この実装基板 3 1 は、液晶表示パネル 2 (図 1 参照）の短手方 向

( B 方 向）の両側 に、例 えば 5 つずつ配置 され ている。

[0048] なお、バ ックライ ト装置 1 0 は、光源 3 0 か ら出射す る光の強度 を、光源

3 0 毎 に調整可能 に構成 され ている。

[0049] 図 1 に示す よ うに、反射 シー ト1 1 は、導光部材 2 0 か ら出射 した光の う

ち、液晶表示パネル 2 とは反対側 に向か って進行す る光 を、液晶表示パネル

2 側 に反射 させ る機能 を有す る。

[0050] 拡散板 1 2 は、導光部材 2 0 (または反射 シー ト1 1 ) か らの光 を、拡散

させて液晶表示パネル 2 側 （光学 シー ト1 3 側 ）に出射す る機能 を有す る。

[0051 ] 複 数の光学 シー ト1 3 は、 プ リズム シー トや レンズ シー トな どによ り構成

され てお り、拡散板 1 2 か らの光 を所定の視野角 に集光す る機能 を有す る。



[0052] なお、拡散板 1 2 および複数の光学シー ト （プリズムシー トやレンズシ一

トなど）は、必要に応じて設けられるものであり、無くてもよい。

[0053] 次に、導光部材 2 0 の詳細な構造について説明する。

[0054] 第 1 実施形態では、図 2 および図 3 に示すように、複数種類 （例えば 3 種

類）の導光部材 2 0 によって、導光部材群 4 0 が構成されている。この導光

部材群 4 0 は、図 2 に示すように、バックライ ト装置 1 0 の、例えば長手方

向 （B 方向と直交 （交差）するA 方向）に沿って、複数 （例えば 5 つ）配置

されているとともに、バックライ ト装置 1 0 の、例えば短手方向 （B 方向）

に沿って、 2 つ配置されている。また、複数の導光部材群 4 0 は、バックラ

ィ ト装置 1 0 の中心に対して点対称に配置されている。

[0055] また、第 1 実施形態では、図 3 および図 4 に示すように、 1 つの導光部材

群 4 0 に含まれる複数 （例えば 3 つ）の導光部材 2 0 は、互いに異なる長さ

を有する。

[0056] 具体的には、導光部材 2 0 は、光源 3 0 (図 4 参照）からの光を全反射さ

せながら伝搬 （導光）する機能を有する光伝搬部 2 0 a と、光伝搬部 2 0 a

に接続された平板状部 2 0 b とを含んでいる。

[0057] 光伝搬部 2 0 a は、例えば四角柱形状の棒状に形成されている。また、光

伝搬部 2 0 a には、光源 3 0 に対向配置され、光源 3 0 からの光が入射され

る光入射部 2 0 c が設けられている。また、複数の光入射部 2 0 c は、図 2

に示すように、バックライ ト装置 1 0 の縁部 （液晶表示パネル 2 の表示領域

に対応する部分の外側）に配置されている。

[0058] また、図 3 および図 4 に示すように、光伝搬部 2 0 a は、液晶表示パネル

2 (図 1参照）の短手方向 （B 方向）に延びるように形成されている。また

、複数の光伝搬部 2 0 a は、A 方向 （光伝搬部 2 0 a の延びる方向と直交 （

交差）する方向）に所定の間隔を隔てて配置されている。

[0059] また、 1 つの導光部材群 4 0 において、複数 （例えば 3 つ）の導光部材 2

0 の光伝搬部 2 0 a は、互いに異なるB 方向の長さを有する。

[0060] また、第 1 実施形態では、平板状部 2 O b は、平面的に見て、長方形状に



形成されている。また、複数の平板状部 2 O b は、 B 方向 （光伝搬部 2 0 a

の延びる方向）に所定の間隔を隔てて配置されている。

[0061 ] また、第 1 実施形態では、複数の平板状部 2 O b は、 B 方向 （光伝搬部 2

0 a の延びる方向）に、互いに同じ長さを有する。その一方、 1 つの導光部

材群 4 0 において、複数の平板状部 2 O b は、A 方向 （光伝搬部 2 0 a の延

びる方向と直交 （交差）する方向）に、互いに異なる長さを有する。

[0062] また、平板状部 2 0 b の少なくとも一部には、光伝搬部 2 0 a により伝搬

された光を外部に出射させる機能を有する平板状の光出射部 2 0 d が形成さ

れている。なお、図 2 および図 4 のハッチング領域は、光出射部 2 0 d を示

している。

[0063] また、第 1 実施形態では、複数の光出射部 2 0 d は、 B 方向 （光伝搬部 2

0 a の延びる方向）に、互いに同じ長さを有する。また、複数の光出射部 2

O d は、A 方向 （光伝搬部 2 0 a の延びる方向と直交 （交差）する方向）に

、互いに同じ長さを有する。

[0064] すなわち、第 1 実施形態では、複数の光出射部 2 0 d は、互いに同じ形状

で、かつ、同じ面積を有する。また、 1 つの導光部材群 4 0 において、複数

の平板状部 2 0 b は、平板状部 2 0 b のうちの光出射部 2 0 d が形成されて

いない領域が互いに異なる面積を有するように形成されている。

[0065] また、複数の光出射部 2 0 d は、 1 つの導光部材群 4 0 において、液晶表

示パネル 2 (図 1参照）の短手方向 （B方向）と平行に、一直線状に配列さ

れている。

[0066] また、複数の光出射部 2 0 d (平板状部 2 O b ) は、図 4 に示すように、

液晶表示パネル 2 の表示領域をA 方向および B方向に分割 した複数の仮想分

割領域毎に、 1 つずつ配置されている。なお、図 4 の 2 点鎖線は、上記仮想

分割領域の仮想境界線を示 している。

[0067] また、光出射部 2 0 d には、図 5 に示すように、光伝搬部 2 0 a (図 4 参

照）により伝搬された光の進行方向を、外部出射に適 した方向に変更させる

ための加工部 2 0 e が形成されている。すなわち、加工部 2 0 e は、全反射



しながら光伝搬部 2 0 a を伝搬 して来た光を、全反射せずに外部に出射でき

るように屈折または反射させる機能を有する。なお、図 5 のハッチング領域

は、加工部 2 0 e を示 している。また、加工部 2 0 e は、本発明の 「光出射

用加工部」の一例である。

[0068] また、加工部 2 0 e は、光出射部 2 0 d の、例えば下面 （背面）に形成さ

れている。

[0069] また、加工部 2 0 e は、例えば、複数の三角プリズム （図示せず）により

形成されている。なお、加工部 2 0 e は、プリズムではなく、レンズ （図示

せず）や、白色インク （白色塗料）を用いた ドッ ト型印刷加工による ドッ ト

部 （図示せず）により形成されていてもよい。

[0070] 加工部 2 0 e をプリズムまたはレンズにより形成 した場合、光伝搬部 2 0

a により伝搬された光は、加工部 2 0 e により屈折または反射されることに

より進行方向が変更され、全反射条件を満たさなくな り外部に出射される。

—方、加工部 2 0 e を ドッ ト型印刷加工による ドッ ト部により形成 した場合

、光伝搬部 2 0 a により伝搬された光は、加工部 2 0 e により反射または拡

散されることにより進行方向が変更され、全反射条件を満たさなくな り外部

に出射される。

[0071 ] 第 1 実施形態では、上記のように、導光部材群 4 0 に、互いに異なる長さ

を有する複数の導光部材 2 0 を設けることによって、導光部材 2 0 の光入射

部 2 0 c を、バックライ ト装置 1 0 の縁部 （液晶表示パネル 2 の表示領域に

対応する部分の外側）に配置 しながら、導光部材 2 0 の光出射部 2 0 d を、

バックライ ト装置 1 0 の任意の位置 （液晶表示パネル 2 の表示領域の任意の

位置に対応する位置）に配置することができる。すなわち、表示画像の高コ

ン トラス ト化および低消費電力化を向上させるため （導光部材 2 0 の光出射

部 2 0 d を、バックライ ト装置 1 0 の任意の位置に配置するため）に、導光

部材 2 0 の光入射部 2 0 c をバックライ ト装置 1 0 の内側の部分 （液晶表示

パネル 2 の表示領域に対応する部分）に配置する必要がなし、。

[0072] このように、導光部材 2 0 の光入射部 2 0 c をバックライ ト装置 1 0 の縁



部 （液晶表示パネル 2 の表示領域に対応する部分の外側）に配置することが

できるので、光源 3 0 を、バ ックライ ト装置 1 0 の縁部 （液晶表示パネル 2

の表示領域に対応する部分の外側）に配置することができる。このため、ュ

—ザが光源 3 0 を視認できないようにするために、バ ックライ ト装置 1 0 の

内側の部分に光源 3 0 の上側を覆 う部材を設ける必要がない。その結果、光

出射部 2 0 d を出射 した光の利用効率が低下するのを抑制することができ、

低消費電力化をよ り向上 させることができる。また、バ ックライ ト装置 1 0

の内側の部分に光源 3 0 の上側を覆 う部材を設ける必要がないので、部品点

数が増加するのを抑制することができる。

[0073] なお、バ ックライ ト装置 1 0 の内側の部分に光源 3 0 の上側を覆 う部材を

設けた場合、その部材の、導光部材 2 0 の光出射部 2 0 d 上に位置する部分

に光を通過 させるための開口部を設ける必要があ り、かつ、開口部 と導光部

材 2 0 の光出射部 2 0 d とを位置合わせする必要がある。 しか しなが ら、第

1 実施形態では、バ ックライ ト装置 1 0 の内側の部分に光源 3 0 の上側を覆

う部材を設ける必要がないので、その部材 と導光部材 2 0 の光出射部 2 0 d

とを位置合わせする必要がない。これによ り、バ ックライ ト装置 1 0 の組立

作業性が低下するのを抑制することができる。

[0074] また、第 1 実施形態では、上記のように、導光部材群 4 0 に、 B 方向に互

いに異なる長 さを有する複数の導光部材 2 0 を設けることによって、導光部

材 2 0 の光出射部 2 0 d を、バ ックライ ト装置 1 0 の任意の位置 （液晶表示

パネル 2 の表示領域の任意の位置に対応する位置）に配置することができる

。すなわち、導光部材 2 0 の光出射部 2 0 d を、バ ックライ ト装置 1 0 の短

手方向 （B 方向）に任意の数配置することができるとともに、バ ックライ ト

装置 1 0 の長手方向 （A 方向）にも任意の数配置することができる。これに

よ り、バ ックライ ト装置 1 0 を短手方向 （B 方向）および長手方向 （A 方向

) の両方に任意の数に区分けして、区分けされた領域毎に照明光の強度を制

御することができる。その結果、表示画像の高コン トラス ト化および低消費

電力化を向上 させることができる。また、言 うまでもな く、液晶表示パネル



2 の走査に同期して照明光の強度を制御することにより、動画表示性能を向

上させることもできる。

[0075] また、第 1 実施形態では、上記のように、導光部材 2 0 に、光伝搬部 2 0

a により伝搬された光を外部に出射させる機能を有する平板状の光出射部 2

0 d を設けることによって、光源 3 0 からの光を、平板状の光出射部 2 0 d

から出射させることができる。すなわち、光源 3 0 からの光を、導光部材 2

0 (光出射部 2 0 d ) から面状光として出射させることができる。これによ

り、照明光の均一性が低下するのを抑制することができる。

[0076] また、第 1 実施形態では、上記のように、 1 つの導光部材群 4 0 において

、複数の光出射部 2 0 d を、一直線状に配置することによって、複数の光出

射部 2 0 d を、バックライ ト装置 1 0 内で均一に配置させやすくできる。こ

れにより、照明光の均一性を、容易に向上させることができる。

[0077] また、第 1 実施形態では、上記のように、 1 つの導光部材群 4 0 において

、複数の光出射部 2 0 d を、液晶表示パネル 2 の短手方向 （B 方向）と平行

に配置する。これにより、複数の光出射部 2 0 d が液晶表示パネル 2 の短手

方向 （B 方向）および長手方向 （A 方向）に対して傾斜するように配置され

ることがない。このため、照明光が十分に均一に液晶表示パネル 2 に照射さ

れない場合であっても、照明光が液晶表示パネル 2 の短手方向 （B 方向）お

よび長手方向 （A 方向）に対して傾斜して見えることがなく、ユーザの視認

性が低下するのを抑制することができる。

[0078] また、第 1 実施形態では、上記のように、光出射部 2 0 d に、光伝搬部 2

0 a により伝搬された光の進行方向を外部出射に適した方向に変更させるた

めの加工部 2 0 e を設けることによって、光伝搬部 2 0 a により伝搬された

光を、光出射部 2 0 d から容易に外部に出射させることができる。

[0079] また、第 1 実施形態では、上記のように、複数の光出射部 2 0 d を、A 方

向および B 方向に、互いに同じ長さを有するように形成する。このように構

成すれば、複数の光出射部 2 0 d を、互いに同じ面積を有するように形成す

ることができるので、照明光の均一性をより向上させることができる。



[0080] (第 2 実施形態）

この第 2 実施形態では、図 6 〜図 9 を参照 して、上記第 1 実施形態 と異 な

り、平板状部 1 2 0 b (光 出射部 1 2 0 d ) 力、 平面的に見て、平行四辺形

状 に形成 され ている場合 について説明す る。

[0081 ] 本発 明の第 2 実施形態 によるバ ックライ ト装置 1 1 0 では、図 6 に示す よ

うに、複数種類 （例 えば 3 種類）の導光部材 1 2 0 によって、導光部材群 1

4 0 が構成 され ている。また、導光部材 1 2 0 は、光源 3 0 か らの光 を全反

射 させなが ら伝搬 （導光）す る機能 を有す る光伝搬部 1 2 0 a と、光伝搬部

2 0 a に接続 された平板状部 1 2 0 b とを含んでいる。なお、バ ックライ

ト装置 1 1 0 は、本発 明の 「照明装置」の一例 であ り、導光部材 1 2 0 は、

本発 明の 「導光部」の一例 である。

[0082] 光伝搬部 1 2 0 a は、上記第 1 実施形態の光伝搬部 2 0 a と同様 、例 えば

四角柱形状の棒状 に形成 され ている。その一方、平板状部 1 2 O b は、上記

第 1 実施形態の平板状部 2 0 b と異 な り、平面的に見て、平行四辺形状 に形

成 され ている。

[0083] ここで、第 2 実施形態では、平板状部 1 2 0 b の光伝搬部 1 2 0 a 側 の部

分 は、平面的に見て、導光部材 1 2 0 の臨界角 （導光部材 1 2 0 と空気 との

界面の臨界角）以下の鋭角 に形成 され ている。

[0084] 具体 的に説明す ると、導光部材 1 2 0 力、 例 えば、約 1 . 4 9 の屈折率 を

有す るアク リル系の樹脂 によ り形成 され ている場合、図 7 に示す よ うに、光

源 3 0 か ら出射 し導光部材 1 2 0 に入射 した光の屈折角の最大値 （導光部材

2 0 の臨界角 1 ) は、スネルの法則 によ り、約 4 2 度未満 となる。

[0085] このため、上記第 1 実施形態の導光部材 2 0 を用 いた場合、図 8 に示す よ

うに、光伝搬部 2 0 a か ら平板状部 2 0 b に伝搬 された光 は、領域 S (図

8 のハ ッチ ング領域）に進入す る。その一方、光伝搬部 2 0 a か ら平板状部

2 0 b に伝搬 された光 は、領域 S 2 (平板状部 2 0 b の うち領域 S 以外の

領域）に行 き届 きに くい。なお、領域 S 1 に進入 した光の一部 は、平板状部

2 0 b の端面で反射 して領域 S 2 に も進入す るが、領域 S 2 に進入す る光の



量 は、領域 S 1 に進入す る光の量 に比べて少ない。 このため、領域 S 2 か ら

出射す る光の輝度 は、領域 S か ら出射す る光の輝度 に比べて低 くなる。

[0086] そ こで、第 2 実施形態では、図 9 に示す よ うに、平板状部 1 2 O b の光伝

搬部 1 2 0 a 側 の部分 を、平面的に見て、導光部材 1 2 0 の臨界角 Θ 以下

の角 （鋭角） 2 に形成 している。 これ によ り、光伝搬部 1 2 0 a によ り伝

搬 された光 は、平板状部 1 2 O b の全域 （図 9 のハ ッチ ング領域）に行 き届

く。すなわ ち、平板状部 1 2 0 b には、光の行 き届 きに くい領域 は形成 され

ない。

[0087] また、図 6 に示す よ うに、平板状部 1 2 0 b の少な くとも一部 には、光伝

搬部 1 2 0 a によ り伝搬 された光 を外部 に出射 させ る機能 を有す る光出射部

2 O d が形成 され ている。なお、図 6 のハ ッチ ング領域 は、光出射部 1 2

0 d を示 している。

[0088] また、第 2 実施形態では、光出射部 1 2 0 d は、平板状部 1 2 0 b と同様

、平面的に見て、平行四辺形状 に形成 され ている。また、光出射部 1 2 0 d

の光伝搬部 1 2 0 a 側 の部分 は、平板状部 1 2 0 b と同様 、平面的に見て、

導光部材 1 2 0 の臨界角 （導光部材 1 2 0 と空気 との界面の臨界角） Θ 以

下の角 （鋭角） 2 に形成 され ている。

[0089] なお、第 2 実施形態のその他の構造 は、上記第 1 実施形態 と同様 である。

[0090] 第 2 実施形態では、上記の よ うに、光出射部 1 2 0 d (平板状部 1 2 0 b

) の光伝搬部 1 2 0 a 側 の部分 を、平面的に見て、導光部材 1 2 0 の臨界角

1 以下の角 （鋭角） 2 に形成す る ことによって、光出射部 1 2 0 d に、

光源 3 0 か らの光が行 き届 きに くい領域が形成 され る ことがないので、照明

光の均一性 をよ り向上 させ る ことができる。

[0091 ] また、第 2 実施形態では、上記の よ うに、光出射部 1 2 0 d を、平面的に

見て、平行四辺形に形成す る ことによって、複数の光出射部 1 2 0 d を整列

させやす くできるとともに、光出射部 1 2 0 d の面積 を大 き くす る ことがで

さる。

[0092] なお、第 2 実施形態のその他の効果は、上記第 1 実施形態 と同様 である。



[0093] (第 3 実施形態）

この第 3 実施形態では、図 1 0 を参照して、上記第 1 および第 2 実施形態

と異なり、複数の導光部 2 2 0 が一体的に形成されている場合について説明

する。

[0094] 本発明の第 3 実施形態によるバックライ ト装置では、図 1 0 に示すように

、複数の導光部 2 2 0 が一体的に形成されている。

[0095] 具体的には、複数種類 （例えば 3 種類）の導光部 2 2 0 と、隣接する導光

部 2 2 0 同士を連結する複数の連結部 2 2 とによって、導光部群 2 4 0 が

構成されている。

[0096] 導光部 2 2 0 は、光源 3 0 からの光を全反射させながら伝搬 （導光）する

機能を有する光伝搬部 2 2 0 a と、光伝搬部 2 2 0 a に接続された平板状部

2 2 0 b とを含んでいる。

[0097] 連結部 2 2 は、 B 方向 （光伝搬部 2 2 0 a の延びる方向）に沿って所定

の間隔を隔てて配置されている。

[0098] また、導光部群 2 4 0 は、透光性を有する樹脂などにより形成されており

、成型金型を用いた射出成型により、複数の導光部 2 2 0 および複数の連結

部 2 2 1 が一体的に形成されている。

[0099] なお、第 3 実施形態のその他の構造は、上記第 1 および第 2 実施形態と同

様である。

[01 00] 第 3 実施形態では、上記のように、複数の導光部 2 2 0 を、一体的に形成

することによって、複数の導光部 2 2 0 が別々に形成されている場合に比べ

て、部品点数を削減することができる。また、複数の導光部 2 2 0 を一体的

に形成することによって、複数の光源 3 0 と複数の導光部 2 2 0 との位置合

わせを容易に行うことができる。すなわち、バックライ ト装置の組立作業性

を向上させることができる。

[01 0 1] また、第 3 実施形態では、上記のように、複数の連結部 2 2 を、 B 方向

に互いに所定の間隔を隔てて配置する。隣接する導光部 2 2 0 同士を連結部

2 2 により連結する場合、連結部 2 2 を介して、隣接する導光部 2 2 0



同士の間で光が行 き来す る （漏れ る）場合がある。 このため、複数の連結部

2 2 1 を、 B 方向に互 いに所定の間隔を隔てて配置す ることによって、隣接

す る導光部 2 2 0 同士の間で光が行 き来す る （漏れ る）のを抑制す ることが

できる。 これ によ り、表示画像の コン トラス トが低下す るのを抑制す ること

ができる。

[01 02] 第 3 実施形態のその他の効果は、上記第 1 および第 2 実施形態 と同様であ

る。

[01 03] なお、今回開示 された実施形態は、すべての点で例示であって制限的なも

のではないと考 え られ るべ きである。本発明の範囲は、上記 した実施形態の

説明ではな く請求の範囲によって示 され、 さらに請求の範囲 と均等の意味お

よび範囲内でのすべての変更が含まれ る。

[01 04] 例 えば、上記実施形態では、表示パネルおよび表示装置 を、それぞれ、液

晶表示パネルおよび液晶表示装置 に適用 した例 について示 したが、本発明は

これ に限 らず、液晶表示パネルおよび液晶表示装置以外の表示パネルおよび

表示装置 に適用 してもよい。

[01 05] また、上記実施形態では、 1 つの導光部群に、 3 種類の導光部 を設 けた例

について説明 したが、本発明は これ に限 らず、 1 つの導光部群に、 2 種類ま

たは 4 種類以上の導光部 を設 けてもよい。

[01 06] また、上記実施形態では、光源 を、白色光が得 られ るように構成 した例 に

ついて説明 したが、本発明は これ に限 らず、光源 を、白色光以外の光が得 ら

れ るように構成 してもよい。

[01 07] また、上記実施形態では、光源が、 1 つまたは 3 つの発光素子 を含む例 に

ついて説明 したが、本発明は これ に限 らず、光源 を、 2 つまたは 4 つ以上の

発光素子 を含むように構成 してもよい。

[01 08] また、上記実施形態では、複数の導光部群 を別々に設 けた例 について説明

したが、本発明は これ に限 らず、複数の導光部群 を一体的に形成 してもよい

。 この場合、数個の導光部群 を一体的に形成 してもよい し、バ ックライ ト装

置 に含まれ る導光部群の全てを一体的に形成 してもよい。



[01 09] また、上記実施形態では、導光部群 を、 B 方向に沿 って 2 つ配置 した例 に

ついて説明 したが、本発明は これ に限 らず、導光部群 を、 B 方向に 1 つだ け

配置 してもよい。 このように構成すれ ば、光源 および実装基板 を、バ ックラ

ィ ト装置の B 方向の一方の縁部に設 けることになるので、バ ックライ ト装置

の B 方向の長 さを小 さくす ることができる。

[01 0] また、上記実施形態では、導光部群 を、バ ックライ ト装置の長手方向 （A

方向）に沿 って複数 （3 つ以上）配置す るとともに、バ ックライ ト装置の短

手方向 （B 方向）に沿 って 2 つ配置 した例 について説明 したが、本発明は こ

れ に限 らず、導光部群 を、バ ックライ ト装置の短手方向 （B 方向）に沿 って

複数 （3 つ以上）配置す るとともに、バ ックライ ト装置の長手方向 （A 方向

) に沿 って 2 つ配置 してもよい。ただ し、 この場合、 1 つの導光部群に含ま

れ る導光部材の数 を多 くす る必要があるので、短手方向 （B 方向）に隣接す

る光出射部同士の距離が大 き くなる （B 方向の導光部群の ピッチが大 き くな

る）。すなわち、仮想分割領域の B 方向の長 さが大 き くなる。 このため、上

記実施形態のように、複数の導光部群 を、バ ックライ ト装置の長手方向 （A

方向）に沿 って複数 （3 つ以上）配置す るとともに、バ ックライ ト装置の短

手方向 （B 方向）に沿 って 2 つ配置す る方が好ま しい。

[01 11] また、上記実施形態では、複数の導光部群 を、バ ックライ ト装置の中心に

対 して点対称に配置 した例 について示 したが、本発明は これ に限 らず、例 え

ば図 1 1 に示 した本発明の第 1 変形例 によるバ ックライ ト装置 （照明装置）

3 1 0 の ように、複数の導光部材群 3 4 0 (複 数の導光部材 3 2 0 ) を、 B

方 向に線対称に配置 してもよい。なお、図 1 1 のハ ッチング領域 は、光出射

部 を示 している。

[01 2] また、上記実施形態では、 1 つの導光部群において、複数の光出射部 を、

A 方向に互 いに同 じ長 さを有す るように形成 した例 について示 したが、本発

明は これ に限 らず、例 えば図 1 2 に示 した本発明の第 2 変形例 による導光部

材群 （導光部群） 4 4 0 の ように、複数の導光部材 （導光部） 4 2 0 の光出

射部 4 2 0 d を、 A 方 向に互 いに異なる長 さを有す るように形成 してもよい



。そ して、複数の光出射部 4 2 0 d を、略一直線状に配置 してもよい。なお

、図 1 2 のハ ッチング領域 は、光出射部 4 2 0 d を示 している。

[01 3] また、上記実施形態では、 1 つの導光部群において、複数の平板状部 を、

A 方向に互 いに異なる長 さを有す るように形成 した例 について示 したが、本

発明は これ に限 らず、例 えば図 1 3 に示 した本発明の第 3 変形例 による導光

部材群 （導光部群） 5 4 0 の ように、複数の導光部材 （導光部） 5 2 0 の平

板状部 5 2 0 b (光 出射部 5 2 0 d ) を、 A 方 向に互 いに同 じ長 さを有す る

ように形成 してもよい。なお、図 1 3 のハ ッチング領域 は、光出射部 5 2 0

d を示 している。

[01 4] また、例 えば図 1 4 に示 した本発明の第 4 変形例 による導光部材群 （導光

部群） 6 4 0 の ように、導光部材 （導光部） 6 2 0 の光出射部 6 2 0 d を、

平板状部 6 2 0 b の縁部 を除 く領域 に形成 してもよい。なお、図 1 4 のハ ツ

チング領域 は、光出射部 6 2 0 d を示 している。

[01 5] また、上記実施形態では、複数の光出射部 を、互 いに同 じ形状で、かつ、

同 じ面積 を有す るように形成 した例 について示 したが、本発明は これ に限 ら

ず、液晶表示パネルの中央部に対応す る位置 （バ ックライ ト装置の中央部）

に配置 され る光出射部 を、液晶表示パネルの縁部に対応す る位置 （バ ックラ

イ ト装置の縁部）に配置 され る光出射部に比べて、小 さい面積 を有す るよう

に形成 してもよい。

[01 6] この場合、例 えば図 1 5 に示 した本発明の第 5 変形例 によるバ ックライ ト

装置 （照明装置） 7 1 0 の ように、液晶表示パネル 2 の B 方 向の中央部に対

応ず る位置 （バ ックライ ト装置 7 0 の B 方 向の中央部）に配置 され る光出

射部 7 3 (平板状部 7 2 1 ) を、液晶表示パネル 2 の B 方 向の縁部 （バ ッ

クライ ト装置 7 0 の B 方 向の縁部）に配置 され る光出射部 7 3 3 (平板状

部 7 2 3 ) に比べて、面積が小 さくなるように形成 してもよい。また、 B 方

向に沿 つて、液晶表示パネル 2 の中央部か ら縁部に向か つて徐 々に面積が大

き くなるように、光出射部 7 3 1 (平板状部 7 2 1 ) 、光出射部 7 3 2 (平

板状部 7 2 2 ) および光出射部 7 3 3 (平板状部 7 2 3 ) を形成 してもよい



。なお、図 1 5 のハ ッチング領域 は、光出射部 （7 3 1 、 7 3 2 および 7 3

3 ) を示 している。

[01 7] また、例 えば図 1 6 に示 した本発明の第 6 変形例 によるバ ックライ ト装置

(照明装置） 7 0 a の ように、液晶表示パネル 2 の A 方 向の中央部に対応

す る位置 （バ ックライ ト装置 7 0 a の A 方 向の中央部）に配置 され る光出

射部 7 5 (平板状部 7 4 1 ) を、液晶表示パネル 2 の A 方 向の縁部 （バ ッ

クライ ト装置 7 1 0 a の A 方 向の縁部）に配置 され る光出射部 7 5 3 (平板

状部 7 4 3 ) に比べて、面積が小 さくなるように形成 してもよい。また、 A

方向に沿 つて、液晶表示パネル 2 の中央部か ら縁部に向か つて徐 々に面積が

大 き くなるように、光出射部 7 5 1 (平板状部 7 4 1 ) 、光出射部 7 5 2 (

平板状部 7 4 2 ) および光出射部 7 5 3 (平板状部 7 4 3 ) を形成 してもよ

しゝ。なお、図 1 6 のハ ッチング領域 は、光出射部 （7 5 1 、 7 5 2 および 7

5 3 ) を示 している。

[01 8] 図 1 5 に示 した本発明の第 5 変形例 によるバ ックライ ト装置 7 1 0 や、図

6 に示 した本発明の第 6 変形例 によるバ ックライ ト装置 7 1 0 a の よ うに

、液晶表示パネル 2 の中央部に対応す る位置 に配置 され る光出射部 を、液晶

表示パネル 2 の縁部に対応す る位置 に配置 され る光出射部に比べて、小 さい

面積 を有す るように形成す ることによって、例 えば各光源 3 0 か ら出射す る

光の量が略同 じであっても、液晶表示パネル 2 の中央部に対応す る位置 に配

置 され る光出射部か ら出射す る光の輝度 を、液晶表示パネル 2 の縁部に対応

す る位置 に配置 され る光出射部か ら出射す る光の輝度 よ りも、大 き くす るこ

とができる。 これ によ り、液晶表示パネル 2 の中央部の輝度 を効率 よ く高 く

す ることができる。なお、液晶表示パネル 2 の中央部か ら縁部に向か って、

徐 々に輝度 を低 くす ることによ り、ユーザの視認性が低下す るのを抑制す る

ことができる。

[01 9] また、図 1 5 に示 した本発明の第 5 変形例 によるバ ックライ ト装置 7 0

と、図 1 6 に示 した本発明の第 6 変形例 によるバ ックライ ト装置 7 1 O a と

を組み合わせて、 A 方向および B 方向の両方向に、液晶表示パネル 2 の中央



部か ら縁部に向か って徐 々に面積が大 き くなるように、光出射部 （平板状部

) を形成 してもよい。

[01 20] また、上記実施形態では、例 えば図 2 および図 6 に示 したように、 B 方向

に隣接す る導光部群に含まれ る光出射部が、 A 方向に少 しだ けずれて配置 さ

れている例 について示 した力、 本発明は これ に限 らず、例 えば図 1 7 に示 し

た本発明の第 7 変形例 によるバ ックライ ト装置 （照明装置） 8 1 0 の ように

、 B 方 向に隣接す る導光部群 1 4 0 に含まれ る光出射部 1 2 0 d の全てを、

A 方向にずれないように一直線状に配置 してもよい。なお、図 1 7 のハ ッチ

ング領域 は、光出射部 1 2 O d を示 している。

[01 2 1 ] また、上記第 3 実施形態では、 1 つの導光部群に含まれ る複数の導光部 を

連結す る連結部 を、 B 方向に沿 って所定の間隔を隔てて配置 した例 について

示 したが、本発明は これ に限 らず、例 えば、図 1 8 に示 した本発明の第 8 変

形例 による導光部群 9 4 0 の ように形成 してもよい。具体的には、導光部群

9 4 0 を、複数種類の導光部 9 2 0 と、隣接す る導光部 9 2 0 同士を連結す

る、例 えば L 字形状の連結部 9 2 とによ り構成 してもよい。すなわち、隣

接す る導光部 9 2 0 同士を、上記第 3 実施形態 よ りも広 い領域で、連結部 9

2 1 によ り連結 してもよい。 このように構成すれ ば、導光部群 9 4 0 の強度

を高 くす ることができる。

[01 22] また、上記実施形態では、平板状部および光出射部 を、平面的に見て、長

方形状または平行四辺形状に形成 した例 について示 したが、本発明は これ に

限 らず、平板状部および光出射部 を、平面的に見て、長方形状および平行四

辺形状以外の形状に形成 してもよい。

符号の説明

[01 23] 液晶表示装置 （表示装置）

2 液晶表示パネル （表示パネル）

1 0 、 1 1 0 、 3 1 0 、 7 1 0 、 7 1 0 a 、 8 1 0 バ ックライ ト装置 （

照明装置）

2 0 、 1 2 0 、 3 2 0 、 4 2 0 、 5 2 0 、 6 2 0 導光部材 （導光部）



2 0 a 、 1 2 0 a 、 2 2 0 a 光伝搬部

2 0 c 光入射部

2 0 d 、 1 2 0 d 、 4 2 0 d 、 5 2 0 d 6 2 0 d 、 7 3 1 7 3 2

3 、 7 5 1 、 7 5 2 、 7 5 3 光出射部

2 0 e 加工部 （光出射用加工部）

3 0 光源

4 0 、 1 4 0 、 3 4 0 、 4 4 0 、 5 4 0 6 4 0 導光部材群 （導光部群

2 2 0 、 9 2 0 導光部

2 2 連結部

2 4 0 、 9 4 0 導光部群

Θ 臨界角



請求の範囲

互 いに異なる長 さを有す る複数の導光部 を含む 1 つ以上の導光部群

と、

前記複数の導光部の光入射部に対向配置 され る複数の光源 とを備 え

前記導光部は、前記光入射部側 に配置 され、光 を伝搬す る機能 を有

す る棒状の光伝搬部 と、前記光伝搬部によ り伝搬 された光 を外部に出

射 させ る機能 を有す る平板状の光出射部 とを含む ことを特徴 とす る照

[請求項2] つの前記導光部群において、複数の前記光出射部は、略一直線状

に配置 されていることを特徴 とす る請求項 1 に記載の照明装置。

[請求項3] 前記 1 つの導光部群において、前記複数の光出射部は、表示パネル

の短手方向または長手方向と平行に配置 されていることを特徴 とす る

請求項 2 に記載の照明装置。

[請求項4] つの前記導光部群において、前記複数の導光部は、一体的に形成

されていることを特徴 とす る請求項 1 〜 3 の いずれか 1 項 に記載の照

明装置。

[請求項5] 前記導光部群は、隣接す る前記導光部同士を連結す る複数の連結部

を含み、

前記複数の連結部は、互 いに所定の間隔を隔てて配置 されているこ

とを特徴 とす る請求項 4 に記載の照明装置。

[請求項6] 前記光出射部の前記光伝搬部側の部分は、平面的に見て、鋭角に形

成 されていることを特徴 とす る請求項 1 〜 5 の いずれか 1 項 に記載の

照明装置。

[請求項7] 前記光出射部は、平面的に見て、略平行四辺形に形成 されているこ

とを特徴 とす る請求項 6 に記載の照明装置。

[請求項8] 前記光出射部の前記光伝搬部側の部分は、平面的に見て、前記導光

部の臨界角以下の鋭角に形成 されていることを特徴 とす る請求項 6 ま



たは 7 に記載の照明装置。

前記光出射部は、前記光伝搬部によ り伝搬 された光の進行方向を、

外部出射に適 した方向に変更 させ るための光出射用加工部 を含む こと

を特徴 とす る請求項 1 〜 8 の いずれか 1 項 に記載の照明装置。

前記複数の光出射部は、前記光伝搬部の延びる方向と交差す る方向

に、互 いに同 じ長 さを有す ることを特徴 とす る請求項 1 〜 9 の いずれ

か 1 項 に記載の照明装置。

前記 1 つの導光部群において、

前記複数の光伝搬部は、前記光伝搬部の延びる方向に、互 いに異な

る長 さを有 し、

前記複数の光出射部は、前記光伝搬部の延びる方向に、互 いに同 じ

長 さを有す ることを特徴 とす る請求項 1 〜 1 0 の いずれか 1 項 に記載

の照明装置。

表示パネルの中央部に対応す る位置 に配置 され る前記光出射部は、

前記表示パネルの縁部に対応す る位置 に配置 され る前記光出射部に比

ベて、小 さい面積 を有す ることを特徴 とす る請求項 1 〜 1 1 の いずれ

か 1 項 に記載の照明装置。

請求項 1 〜 1 2 の いずれか 1 項 に記載の照明装置 と、

前記照明装置 に照明 され る表示パネル とを備 えることを特徴 とす る
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